
１．財政投融資を活用している事業の主な内容

２．財政投融資計画額等
（単位：億円）

３．当該事業に関する政策コスト分析の試算値

① 政策コスト （単位：億円） ③ 経年比較分析（対前年度実質増減額の算出） （単位：億円）

② 投入時点別政策コスト内訳 （単位：億円）

④ 発生要因別政策コスト内訳 （単位：億円）

⑤ 感応度分析（前提条件を変化させた場合） （単位：億円）

+35                       +23                       

国の収入
（国庫納付等）　※

△5,480   △6,165   △685             

２．国の収入
（国庫納付等）　※

３．出資金等の
機会費用

 (A) 政策コスト 
【再掲】

前提金利＋1％
ケース

増減額 １．国の支出
（補助金等）

※　国の収入（国庫納付等）は、収入がある場合マイナス計上する。　例：△100億円…100億円の国庫納付等を表す。

（注）　各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。

 (A) 政策コスト 
【再掲】

貸倒償却額＋1％
ケース

増減額 １．国の支出
（補助金等）

２．国の収入
（国庫納付等）　※

３．出資金等の
機会費用

1,054                    1,113                    +58                          

国の支出（補助金等） -            -             -                    

② 分析期間中に新たに見込
　まれる政策コスト

△5,487   △5,968   △482             

1,054                    2,891                    +1,837                     -                                   

-                                   

剰余金等の機会費用分 △312     △215      +97                 　　② 貸倒 6,520

　　① 繰上償還 284

出資金等の機会費用分 305         412         +107               　　③ その他（利ざや等） △5,750

区　　　分 5年度 6年度 増　減

分析期間（年） 29年        28年         △1年              

 (A) 政策コスト 【再掲】 917         1,054      +137               

3.出資金等の機会費用分 6,397      7,219      +822               

経年比較
（調整後）

政
策
コ
ス
ト

1.国の支出（補助金等） -            -             +137      

①分析始期の調整
（分析始期を6年度分
析に合わせた結果）

②前提金利の調整
（5年度の前提金利で

再試算した結果）

△685             

-                    

1,312                    

    1～3 合計＝政策コスト (A)　 917       1,054     +137             

△2,430                 +4,267                  

5年度 6年度

単純比較
（調整前）

2.国の収入（国庫納付等）　※ △5,480   △6,165   

774                       

917                       1,054                    

 (A)6年度政策コスト 【再掲】 1,054

【実質増減額の要因分析】
　○ 政策コストの増加要因
　  ・4年度実績確定及び5年度見込改定によるコスト増　（+91億円）
　  ・貸倒の増によるコスト増　（+21億円）
　  ・繰上償還の増によるコスト増　（+10億円）

　○ 政策コストの減少要因
　  ・5年度予算及び財投計画の補正等によるコスト減　（△375億円）
　  ・6年度新規融資分の利差によるコスト減　（△221億円）
　  ・その他（円安に伴う円換算後の利ざや増によるコスト減等）
　　　（△64億円）① 分析期首までに投入された

　出資金等の機会費用分
6,404      

実質増減
（②-①）

△538    

7,023      +619               

株式会社国際協力銀行（一般業務勘定）
https://www.jbic.go.jp/ja/

6年度財政投融資計画額 5年度末財政投融資残高見込み

10,790

単純増減

103,421

5年度 6年度

・我が国にとって重要な資源の海外における開発及び取得の促進、我が国の産業の国際競争力の維持及び向上、地球温暖化の防止等の地球環境の保
全を目的とする海外における事業の促進、並びに国際金融秩序の混乱の防止又はその被害への対処に係る貸付け等
・なお、株式会社国際協力銀行の業務のうち一般業務勘定は、特別業務以外の業務（一般業務）に係る勘定である。

増　減区　　　分



４．分析における試算の概要及び将来の事業見通し等の考え方

① 試算の対象：株式会社国際協力銀行　一般業務勘定

②

③ 分析期間：令和6年度から最長の債権が回収される令和33年度までの28年間。

④

⑤

⑥

⑦

（注1）翌年度以降の回収予定総額に対する比率

（注2）令和7年度期首貸付金残高に対する分析期間中の貸倒推計総額の比率

５．補助金等が投入される理由、仕組み、国庫納付根拠法令等

【根拠法令等】

［出資金規定］

＜株式会社国際協力銀行法＞

第4条　政府は、必要があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内において、会社に出資することができる。

［国庫納付規定］

＜株式会社国際協力銀行法＞

＜株式会社国際協力銀行法施行令＞

第2項　法第三十一条第一項に規定する政令で定める額は、次の各号に掲げる勘定の区分に応じ、当該各号に定める額とする。

1 　一般業務に係る勘定　一般業務に係る勘定に整理された資本金の額に相当する額

６．特記事項など

第7条　会社は、一般業務及び特別業務に係るそれぞれの勘定において、毎事業年度の決算において計上した剰余金の額が零を上回るときは、法第三
十一条第一項の規定に基づいて計算した当該事業年度の国庫納付金の計算書に、当該事業年度末の貸借対照表、当該事業年度の損益計算書その他
当該国庫納付金の計算の基礎を明らかにした書類を添付して、翌事業年度の六月二十日までに、これを財務大臣に提出しなければならない。

第8条　一般業務及び特別業務に係るそれぞれの勘定における国庫納付金については、法第三十一条第一項に規定する残余の額を当該それぞれの勘
定における一般会計又は財政投融資特別会計の投資勘定からの出資の額に応じて按分した額を、それぞれ一般会計又は財政投融資特別会計の投資
勘定に帰属させるものとする。

第2項　前項に規定する出資の額は、同項に規定する残余の額を生じた事業年度の開始の日における政府の一般会計又は財政投融資特別会計の
投資勘定からの出資の額（同日後当該事業年度中に政府の一般会計又は財政投融資特別会計の投資勘定からの出資の額の増加又は減少があっ
たときは、当該増加又は減少のあった日から当該事業年度の末日までの日数を当該事業年度の日数で除して得た数を当該増加し、又は減少した出
資の額に乗じて得た額に相当する額をそれぞれ加え、又は減じた額）とする。

貸倒償却率 0.02% - - -

　株式会社国際協力銀行法に定める業務を遂行するために必要な経営基盤の強化を図るため、必要に応じ、財政投融資特別会計及び一般会計から出
資金を受け入れている。

第31条　会社は、第二十六条の二各号に掲げる業務に係るそれぞれの勘定において、毎事業年度の決算において計上した剰余金の額が零を上回るとき
は、当該剰余金のうち政令で定める基準により計算した額を準備金として政令で定める額となるまで積み立て、なお残余があるときは、その残余の額を当
該事業年度終了後三月以内に国庫に納付しなければならない。

- - 累計 3.82% （注２）

第6条　法第三十一条第一項に規定する政令で定める基準により計算した額は、次の各号に掲げる勘定の区分に応じ、当該各号に定める額とする。

1 　一般業務（法第二十六条の二第一号に規定する一般業務をいう。以下同じ。）に係る勘定毎事業年度の決算において計上した剰余金の額の百
分の五十に相当する額

各年度 2.11% （注１）

年　　度 元 2 3 4

試算の対象事業規模：令和4年度末出融資残高15兆8,775億円、令和5年度の出融資予定額は2兆8,000億円、令和6年度の出融資予
定額は2兆7,000億円。

繰上償還については、過去の国際協力銀行の実績に基づいて推計した繰上償還率を試算前提としている。また、繰上償還プレミアムに
ついては、一部の案件で繰上償還対象元本の一定割合を徴求するケースがあるが、分析上はその収入を見込んでいない。

事務費については、令和6年度分を新規融資に係る事務費と既往案件管理に係る事務費に区分し、令和7年度以降、後者について残
高推移に応じて減少させることとしている。

貸倒れについては、ソブリン債権について、パリクラブ等公的機関の特殊性を可能な限り反映させるよう内部的なカントリーレーティング
に基づいて推計。一方、非ソブリン債権について、民間金融機関に広く利用されている外部の統計データを援用して貸倒償却を算出し
ている（分析期間中の総償却額は6,549億円。ただし、本推計額は、あくまで潜在的なものであり、必ずしも将来顕在化するものではな
い。）。合計の貸倒償却率は下表のとおり。

令和4年度末におけるリスク管理債権の残高は4,880億円であり、貸付金残高に対するリスク管理債権比率は、3.14%となっている。

株式会社国際協力銀行(一般業務勘定)の政策コスト分析においては、分析期間を通じて基本的に国庫納付を計上しており、追加的財政支出を必
要としない。

（試算前提）（計画）（実績） （見込み）

5 6 7～33年度

繰上償還率 2.50% 1.44% 5.51% 1.51% 1.08% 0.69%



（参考）当該事業の成果、社会・経済的便益など　

①    出融資等実績

・ 昭和25年～令和４年度の出融資保証承諾累計額：88兆8,990億円 　（うち融資80兆4,322億円、出資5,483億円）

・ 令和４年度出融資保証承諾実績：2兆3,153億円(うち融資2兆1,967億円、出資233億円)

・ 令和４年度出融資保証実行実績：1兆9,480億円(うち融資1兆7,923億円、出資186億円)

・ 令和４年度末出融資保証残高：17兆4,117億円(うち融資15兆5,567億円（1,313件）、出資3,208億円（44件））

・ 令和６年度出融資計画額：2兆7,000億円（うち融資2兆5,500億円、出資1,500億円）

②    主たる政策目的及び社会・経済的便益

・　輸出金融： 国内生産・雇用への波及効果が大きい我が国企業による船舶・プラント等の輸出支援。

・　輸入金融： 我が国にとって重要な資源及び航空機等の輸入支援。

・　投資金融：

・　事業開発等金融：

・　ブリッジローン： 国際収支上の理由により対外取引を行うことが著しく困難になった外国政府等に対する対外取引円滑化支援。

・　出資： 海外で事業を行う者に対する当該事業に必要な資金の出資。

＜参考1＞我が国にとって重要な資源の海外における開発及び取得に関する効果

＜参考2＞我が国の産業の国際競争力の維持及び向上に関する効果

（輸出金融の国内経済効果に関する調査）

（日本経済への波及効果に関する調査）

（日本企業による対外資産獲得に関する調査）

＜参考3＞地球環境の保全に関する実績

　令和４年度に実施した投資金融及び出資の出融資対象事業を通じて、日本企業が海外で獲得した資産額は約9,297億円と試算される。（国際協力銀行
調査、令和５年度実施）

　令和４年度に実施した、国際的にも高く評価される日本の先進技術の世界への普及にも留意しつつ、主として温室効果ガスの大幅な削減が見込まれる
案件等に対する地球環境保全効果に着目した支援である地球環境保全業務（GREEN）案件の融資承諾額は合計約504億円であった（国際協力銀行調
査、令和５年度実施）。

　以下の業務を複合的・総合的に活用し、我が国にとって重要な資源の海外における開発及び取得、我が国の産業の国際競争力の維持及び向上、地球
温暖化防止等の地球環境の保全並びに国際金融秩序の混乱の防止又はその被害に対処するために必要な金融を行い、もって我が国及び国際経済社
会の健全な発展に寄与。各業務の社会・経済的便益の例は以下のとおり。

資源小国である我が国にとってのエネルギー・資源の確保や安定供給、我が国企業が国際競争力確保等を目的として行う国
際事業展開への支援。

地球温暖化防止等の地球環境の保全を目的とする海外における事業の促進、開発途上国の経済インフラ整備等を通じた我
が国企業の対外的活動支援、金融危機への対処のために行う途上国政府等向け支援。

　主要資源の国内需要のうち、令和４年度の本行融資（我が国の資源確保のために行う輸入金融又は投資金融）対象プロジェクトから供給される年間資源
量は、液化天然ガス約1,608万トン、銅約11万トン、ペレットフィード約600万トンであった。（国際協力銀行調査、令和５年度実施）

　令和３年度及び令和４年度輸出金融の融資対象事業について、輸出企業の自社生産分及び国内下請企業への発注額は約907億円、このうち中堅・中
小企業への発注額は約81億円と推計される（承諾額合計約436億円）。また、同事業によって維持・創出された雇用は、輸出企業の自社内だけで年間約
1,162人と推計される。（国際協力銀行調査、令和５年度実施）

　出融資対象となる事業から期待される経済効果は、初期設備投資等に伴う投資需要効果と将来の生産活動に伴う将来生産効果などに大別される。この
うち、令和４年度に承諾した出融資対象事業のうち計上対象となる事業（承諾額合計約1兆4,538億円）における投資（プロジェクト総額約4兆5,979億円）か
ら発生する投資需要効果について、一次誘発分までを試算したところ、日本経済への波及効果は付加価値額で約1兆8,924億円と推計される。また、開発
途上国等の海外経済において発生する波及効果は付加価値額で約1兆2,205億円と推計される。なお、開発途上国等の海外経済において発生する波及
効果には出資の対象事業による効果を含む。（国際協力銀行調査、令和５年度実施）



【政策コストの推移】

（単位：億円）

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

218 894 681 529 478 303 338 393 917 1,054

- - - - - - - - - -

△3,109 △3,296 △1,705 △2,049 △1,877 △1,050 △1,413 △2,270 △5,480 △6,165

3,327 4,189 2,386 2,578 2,355 1,353 1,751 2,662 6,397 7,219出資金等の機会費用

政策コスト分析結果の概要

年度

政策コスト（総額）

国の支出（補助金等）

国の収入（国庫納付等）

【政策コストの推移の解説】

・（株）国際協力銀行(一般業務勘定)の政策コスト分析は、分析期間を通じて基本的に国庫納付を計上しており、

国からの補助金等の追加的財政支出を必要としない。しかしながら、出資金等の機会費用を上回る利益水準に

ないため、政策コストが発生。

【政策コスト分析結果（令和6年度）に対する財投機関の自己評価】
・（株）国際協力銀行(一般業務勘定)の令和6年度の政策コスト分析結果は、昨年度に比べ全機関共通の前提とし

て用いられる割引率が分析期間を通じて増加となったこと等により、コスト水準が増加した。

・感応度分析（前提金利＋1％ケース）では、分析期間を通じた前提金利の上昇による出資金等の機会費用の増加

の影響が同金利変化による国庫納付の増加分を上回り、基本ケースと比べコストが約1,837億円増加した。

・感応度分析（貸倒償却額＋１％ケース）では、出資金等の機会費用の増加及び国庫納付の減少の影響により、

基本ケースに比べコストが約58億円増加した。

・株式会社国際協力銀行（一般業務勘定）の政策コスト分析においては、分析期間を通じて基本的に国庫納付を

計上しており、追加的財政支出を必要としない等、財務の健全性は確保されていると評価する。

・令和4年度に承諾した融資対象事業のうち計上対象となる事業における投資から大きな投資需要効果（一次誘発

分の付加価値額で約1兆8,924億円と推計）が発生しており、（株）国際協力銀行（一般業務勘定）に係る政策コスト

は日本経済への波及効果に鑑み必要不可欠なコストである。

△6,000

△4,000

△2,000

‐

2,000

4,000

6,000

8,000

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

（単位：億円） ≪(株)国際協力銀行（一般業務勘定）≫
出資金等の機会費用

国の収入（国庫納付等）

国の支出（補助金等）

政策コスト（総額）

（注1） 各年度の政策コストについて、推計に適用される金利等の前提条件は異なる。

（注2） 27年度は株式会社国際協力銀行、28年度～令和6年度は株式会社国際協力銀行の一般業務勘定にかかる政策コスト額である。



　（参考）貸借対照表、損益計算書

貸借対照表 (単位：百万円)
科目 4年度末実績 5年度末見込 6年度末計画 科目 4年度末実績 5年度末見込 6年度末計画

（資産の部）  （負債及び純資産の部）

現金預け金 1,910,139 891,815 357,422 借用金

   現金 0 0 0    借入金 8,509,477 8,803,374 8,290,621

   預け金 1,910,139 891,815 357,422 社債 6,191,755 7,010,020 7,567,286

買現先勘定 - 1,018,029 1,017,635 その他負債 960,531 1,760,429 1,526,140

有価証券 320,801 478,764 628,764    未払費用 113,531 193,729 203,540

   株式 255 255 255    前受収益 16,003 10,087 5,806

   その他の証券 320,546 478,509 628,509    金融派生商品 717,846 1,439,653 1,199,833

貸出金    金融商品等受入担保金 30,750 30,750 30,750

   証書貸付 15,556,652 16,619,139 17,162,963    その他の負債 82,400 86,211 86,211

その他資産 863,959 984,850 1,100,898 賞与引当金 603 637 669

   前払費用 705 705 705 役員賞与引当金 10 10 10

   未収収益 181,561 291,678 414,371 退職給付引当金 5,651 5,651 5,651

   金融派生商品 31,288 40,585 33,940 役員退職慰労引当金 37 11 12

   金融商品等差入担保金 649,700 649,700 649,700 支払承諾 1,534,258 1,606,388 1,683,832

   その他の資産 705 2,182 2,182 （負債合計） 17,202,322 19,186,521 19,074,222

有形固定資産 30,711 32,785 35,133 資本金 1,785,500 1,893,500 2,004,500

   建物 3,666 6,132 6,060 利益剰余金 1,125,842 1,115,579 1,155,679

   土地 24,312 24,312 24,312    利益準備金 966,916 1,046,379 1,080,979

   建設仮勘定 1,870 736 3,274    その他利益剰余金

   その他の有形固定資産 863 1,605 1,487 　　　繰越利益剰余金 158,926 69,200 74,700

無形固定資産 株主資本合計 2,911,342 3,009,079 3,160,179

   ソフトウェア 8,462 13,458 12,209 その他有価証券評価差額金 24,708 29,323 29,323

支払承諾見返 1,534,258 1,606,388 1,683,832 繰延ヘッジ損益 △ 323,734 △ 1,025,638 △ 789,181

貸倒引当金 △ 410,343 △ 445,943 △ 524,312 評価・換算差額等合計 △ 299,026 △ 996,316 △ 759,858

（純資産合計） 2,612,316 2,012,764 2,400,321

資  産  合  計 19,814,639 21,199,285 21,474,543 負 債 ・ 純 資 産 合 計 19,814,639 21,199,285 21,474,543

（注）四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

損益計算書 (単位：百万円)

科目 4年度実績 5年度見込 6年度計画

経常収益 655,075 1,165,703 1,457,715

　資金運用収益 567,940 1,116,136 1,445,873

　　貸出金利息 550,538 1,082,948 1,437,018

　　有価証券利息配当金 1,058 6,771 -

　　預け金利息 16,332 26,408 8,856

　　その他の受入利息 12 9 -

　役務取引等収益 22,649 19,435 11,708

　　その他の役務収益 22,649 19,435 11,708

　その他業務収益 44,836 18,577 -

　　外国為替売買益 38,154 18,577 -

　　金融派生商品収益 6,674 - -

　　その他の業務収益 8 - -

　その他経常収益 19,651 11,556 134

　　貸倒引当金戻入益 19,194 - -

　　償却債権取立益 - 10,681 -

　　株式等売却益 98 - -

　　その他の経常収益 359 874 134

経常費用 496,162 1,096,200 1,382,973

　資金調達費用 459,291 1,021,863 1,264,059

　　借用金利息 186,867 398,690 439,263

　　社債利息 143,229 178,104 254,749

　　金利スワップ支払利息 127,147 440,970 565,940

　　その他の支払利息 2,047 4,098 4,107

　役務取引等費用 3,055 4,138 4,096

　　その他の役務費用 3,055 4,138 4,096

　その他業務費用 2,112 5,342 4,088

　　社債発行費償却 1,423 4,460 3,201

　　その他の業務費用 688 882 888

　営業経費 23,693 29,258 32,360

　その他経常費用 8,011 35,600 78,369

　　貸倒引当金繰入額 - 35,600 78,369

　　株式等償却 3,487 - -

　　組合出資に係る持分損益 4,525 - -

経常利益 158,913 69,503 74,742

特別利益 13 1 -

　固定資産処分益 13 1 -

特別損失 - 304 42

　固定資産処分損 - 304 42

当期純利益 158,926 69,200 74,700

（注）四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。


